
 第Ⅱ章 ｜ 返還及び今後返還が予定されている嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の跡地利用に向けた取組み状況の整理 

 
（４）普天間飛行場の検討状況 
（４）－１ 跡地利用に向けた検討経緯 

普天間飛行場は平成８年度の「沖縄に関する特別行動委員会」(SACO)の最終報告で全面

返還が合意され、跡地利用計画の検討が開始、平成 24年度に、跡地利用計画の中間的な成

果となる「全体計画の中間取りまとめ」（以下、「中間取りまとめ」という。）が策定され、

「計画づくりの方針」「空間構成の方針」等が示された。 

平成 25年度に「中間取りまとめ」に示された「計画内容の具体化」に向けた取組におけ

る「行程計画」が作成され、平成 27年度以降は、地権者を含む検討部会や「普天間飛行場

跡地利用計画策定有識者検討会議」（以下、「有識者検討会議」という。）を設置し、「計画

づくりの方針」の分野別の計画内容の具体化に向けた検討等が進められている。 

Ｈ 8.12 「沖縄に関する特別行動委員会」（SACO）の最終報告 

普天間飛行場の全面返還が合意 

Ｈ18. 2 普天間飛行場跡地利用基本方針（沖縄県・宜野湾市）を策定 

Ｈ18. 5 「日米安全保障協議委員会」（「２＋２」） 

嘉手納飛行場より南の６施設の返還が合意 

Ｈ19. 5 「普天間飛行場跡地利用計画の策定に向けた行動計画」（沖縄県・宜野湾市）

策定 

Ｈ25. 1 「中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構想」策定（沖縄県・関係市町村） 

Ｈ25. 3 「全体計画の中間取りまとめ」（沖縄県・宜野湾市）策定 

Ｈ25年度 「計画内容の具体化」段階における「行程計画」作成 

Ｈ26年度～ 普天間飛行場跡地利用計画策定に向けた検討を実施 

Ｈ27年度 「有識者検討会議文化財・自然環境部会」及び「有識者検討会議土地利用・

機能導入部会」を開催 

「普天間公園（仮称）懇談会」を開催（～Ｈ28年度まで） 

Ｈ28年度～ 「有識者検討会議」を継続して開催 

Ｈ29. 3 「普天間公園（仮称）への提言書」とりまとめ 

Ｈ29. 7 東側沿いの土地（約４ha）を返還 

Ｈ30. 3 「西海岸地域の開発のあり方について提言書」とりまとめ 
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（４）－２ 上位・関連計画における位置づけ 
（４）－２－１ 那覇広域都市計画「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」 

（平成 29年６月、沖縄県）【目標年次：平成 42年】 
普天間飛行場跡地利用に関しては、次のように位置づけられている。 

○土地利用に関する主要な都市計画の決定に関する方針 

（駐留軍用地の土地利用に関する方針） 

・普天間飛行場の跡地利用については、中部縦貫道路、宜野湾横断道路等の骨格道路や大

規模な広域公園の整備を進める。また、土地利用に関しては沖縄の振興の拠点として高

次都市機能の導入を図る。 

○都市環境に関する主要な都市計画の決定の方針 

（自然環境の整備又は保全に関する都市計画の決定の方針） 

・普天間飛行場の返還跡地は､自然･歴史特性を活かした緑豊かなまちづくりや持続可能な

環境づくりを目指すとともに、平和希求のシンボル及び広域防災拠点機能を備えた大規

模公園の創造を推進する。 

 
（４）－２－２ 第 4次宜野湾市総合計画 

（平成 29年 4月、宜野湾市）【計画期間：平成 29～平成 36年度】 
少子高齢化社会を見据えた福祉の充実、西普天間住宅地区跡地の国際医療拠点やコンベ

ンションリゾートエリア、普天間飛行場の返還も見据えた魅力の創出、発信を行い活気あ

るまちづくりを進めることをめざし、「ねたてのまち宜野湾」を将来都市像に掲げている。 

また、前期基本計画（平成 29～平成 32 年度）において、普天間飛行場跡地における跡

地利用計画の策定の推進のほか、情報発信、先行土地取得が基本施策として位置づけられ

ている。 

○将来都市像 

 「人がつながる 未来へつなげる ねたてのまち宜野湾～活気にあふれ、豊かで住み 

  よいまちを目指して～」 

○基本施策 基地跡地利用の推進 

（普天間飛行場跡地利用の推進） 

・普天間飛行場の跡地利用について地権者・市民・県民との合意形成に努めるとともに、

国・県等との連携・調整を図り、跡地利用計画の策定を推進する。 

・また、ホームページや地権者情報誌及び広報誌等によりきめ細かな情報発信に努める。 

・さらに、円滑に跡地利用推進を図るため、公共公益施設用地の計画的な確保に向け、同

飛行場内の土地の先行取得を実施する。 
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（４）－２－３ 宜野湾市都市計画マスタープラン 

（平成 29年 12月改訂、宜野湾市）【目標年次：平成 32年度】 
市域の中央部に位置する普天間飛行場により「ドーナツ状」に形成された市街地を、普

天間飛行場跡地や西普天間住宅地区跡地などを活用し、都市構造の転換を進めるとしてい

る。 

普天間飛行場跡地では、新ねたての交流拠点、(仮)普天間公園、保全緑地ゾーンが都市

核として設定されているほか、基幹都市軸、新交流軸、都市骨格軸の都市軸と合わせて、

並松街道が都市軸として再生が位置づけられている。 

（都市を構成する基点となる都市核の設定） 

○「新ねたての交流拠点」づくり 

・都市構造の転換に合わせて、普天間飛行場跡地へは新たな都市機能の集積を推進。 

・基幹都市軸(中南部都市圏の南北都市軸)と新交流軸（西海岸から国際学園都市を連絡す

る宜野湾市の新しい都市軸）の交わるエリアを「新ねたての交流拠点」と位置づけ、｢行

政サービス拠点（普天間飛行場跡地の基幹都市軸上に配置する方向で検討）｣や｢センタ

ー地区（高次都市機能（各種交流機能､業務機能､教育研究機能､公共公益機能､商業機能､

集客･観光機能など）を誘致）｣を位置づける。 

 Ⅰ．行政サービス拠点 

  ・市庁舎の配置場所については、普天間飛行場跡地の基幹都市軸上に配置する方向で

検討。また市庁舎の配置にあわせて、行政や市民サービスに資する機能を整備する。 

 Ⅱ．センター地区 

  ・センター地区では、様々な高次都市機能（各種交流機能､業務機能､教育研究機能､

公共公益機能､商業機能､集客･観光機能など）の誘致を進める。 

○(仮)普天間公園 

・現存する自然･歴史特性の保全･活用や都市機能形成上の必要性に応えるとともに、交流

文化による発展を目指す県土の中心となり、大規模軍用地返還の記念となるシンボル公

園として創造し、県と国と宜野湾市等が協力して具体化を推進する。 

○保全緑地ゾーン 

・普天間飛行場西側の斜面地は、良好な自然環境､歴史環境及び景観を有しており、将来的

にも地域環境保全や防災上の観点から保全を図る。 
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図Ⅱ－17 将来都市構造図 

 

  

出典：宜野湾市都市計画マスタープラン（平成 29年 12月改訂、宜野湾市） 
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（４）－３ 跡地利用の検討状況 
（４）－３－１ 土地利用 

中部縦貫道路を境に、北西側に業務系用地、南東側に住居系用地を配置し、中部縦貫道

路沿いに都市機能施設用地を配置している。 

また、東西のフリンジ部等に大規模な公園（（仮称）普天間公園）・緑地を配置する計画

としている。 

①全体計画の中間取りまとめ（平成 25年３月） 
・振興拠点ゾーン 

斜面緑地の緩衝機能や台地端部からのオーシャンビューを活かせる位置に配置する。 

・都市拠点ゾーン 

広域的な交通網の活用による集客力の確保、宜野湾市の中心としてふさわしい位置等

を重視して配置する。 

・居住ゾーン 

周辺市街地との一体的な生活圏形成等を目標として、跡地の東側外周部を中心に配置

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ－18 「中間取りまとめ」における配置方針図 

 

 

 

  

出典：全体計画の中間取りまとめ（平成 25年３月、沖縄県・宜野湾市）を基に中部縦貫道路を一部修正 

※中部縦貫道路は、キャンプ瑞慶覧区域については返還の見込みが無いため、県道宜野湾北中

城線（県道 81号線）までの表記とする。 
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②西海岸地域の開発のあり方について提言書（平成 30年３月） 
・提言１ 来訪者と居住者で賑わうリゾート地づくり 

那覇空港に近接し、かつ自然の海岸が見える中南部西海岸の特色を生かし、今後返還

される駐留軍用地の跡地利用への発展性を有した、来訪者や居住者で賑わう都市型オー

シャンフロント・リゾート地をつくる。 

・提言２ 海を見せる・海から見せる風景づくり 

北谷町、宜野湾市、浦添市の主要なリゾートエリア（ホテルやマリーナ等）をつなぎ、

海岸を緑やプロムナード（散歩道・遊歩道）で連続させることで、海をあらゆる方向か

ら見せ、船上など海から見せる新たな西海岸地域の風景をつくり込む。 

・提言３ 快適かつストレスフリーな移動環境づくり 

本地域と那覇空港や他地域との移動、並びに本地域内の北谷町、宜野湾市、浦添市に

おいて育成される主要なリゾートエリア間、及び各エリア内において、快適かつストレ

スフリーな移動環境をつくり、全ての来訪者や居住者にとって楽しめる移動手段を確保

する。 

 

（４）－３－２ 都市基盤 
○道路 
広域幹線道路として、地区中央部を南北に通過する「中部縦貫道路」、東西に通過する「宜

野湾横断道路」が計画されている。 

中部縦貫道路は、返還時期が示されていないキャンプ瑞慶覽の一部を通過する計画であ

ることから、ルート及び整備効果について、宜野湾横断道路とともに検討が進められてい

る。 

○公共交通 
中南部都市圏を縦断する「鉄軌道を含む新たな公共交通軸」に関する検討が進められて

いる。 

鉄軌道の概ねのルートや主な構造等についての概略計画である「沖縄鉄軌道の構想段階

における計画書」を沖縄県が平成 30年５月に策定した。 
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○地域環境等整備の考え方 
地下水脈や地下空洞等地域特有の自然環境や、並松街道等の歴史資源にも配慮した緑地

空間の形成、広域的な水と緑のネットワーク構造の形成が検討されている。 

また、沖縄県の気候風土に適した環境配慮型都市（スマートシティ）の導入のあり方に

ついて検討が進められている。 

 

図Ⅱ－19 普天間飛行場の歴史・自然環境 
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（５）牧港補給地区の検討状況 
（５）－１ 跡地利用に向けた検討経緯 

牧港補給地区は平成８年度の「沖縄に関する特別行動委員会」（SACO）の最終報告で、国

道58号を拡幅するため、返還により影響を受ける施設が牧港補給地区の残余の部分に移設

された後に、同国道に隣接する土地（約３ha）を返還すること、浦添埠頭地区（約35ha）

への移設と関連して、那覇港湾施設（約57ha）の返還を加速するため最大限の努力を共同

で継続することが合意された。 

平成25年度に日米両政府の共同発表「沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計

画」において、返還時期及び区域等が公表された（倉庫地区の大半を含む部分：2025年度

又はその後、残余の部分：2024年度又はその後）。 

平成25年３月に「牧港補給地区跡地利用基本計画」を策定した。現在、地権者とのまち

づくり合意形成を継続的に実施している。統合計画では４分割での返還が明記されている

が、市、地主会から、防衛大臣に随時、一括返還を要請している。また、平成24年度以降

に、次代の跡地利用の担い手を育成すること目的として、地主会の若手の会を発足した。

跡地利用計画への提言書の作成、返還後の修正・見直しに反映させることを目標に、毎年

度勉強会等の活動を実施している。 

Ｈ 8.12 「沖縄に関する特別行動委員会」（SACO）の最終報告 

国道58号を拡幅するため、返還により影響を受ける施設が牧港補給地区の残

余の部分に移設された後に、同国道に隣接する土地（約３ha）を返還する 

浦添埠頭地区（約35ha）への移設と関連して、那覇港湾施設（約57ha）の返

還を加速化するため最大限の努力を共同で継続する 

Ｈ18. 5 「日米安全保障協議委員会」（「２＋２」）で承認された「再編実施のための日

米のロードマップ」において、全面返還が合意 

Ｈ22. 3 「牧港補給地区跡地利用基本構想」を策定 

Ｈ24. 5 跡地利用特措法に基づく「特定駐留軍用地」に指定 

Ｈ25. 1 「中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構想」策定（沖縄県・関係市町村） 

Ｈ25. 3 「牧港補給地区跡地利用基本計画」を策定 

Ｈ25. 4 日米両政府の共同発表「沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画」

において返還時期及び区域等が公表 

Ｈ25. 8 北側進入路（約１ha）を返還 

Ｈ27. 3 「浦添市特定駐留軍用地内土地取得事業基金条例」を制定 

Ｈ27.12 読谷村が牧港補給地区の倉庫群の一部をトリイ通信施設への受入れを表明 

日米合同委員会において、国道58号に隣接する土地（約３ha）の返還を合意 

（返還条件：既存ゲートや境界柵等の牧港補給地区内での移設） 

Ｈ28. 3 特定事業の見通しを公表（公園・緑地） 

Ｈ31. 3 第５ゲート付近の区域（約２ha）を返還予定 
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平成 24 年度 

計画実現に向けた取組み 
 
 
 

「地権者合意形成活動」 

「広域構想」 

「跡地利用基本計画」 

平成 26 年度～ 
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（５）－２ 上位・関連計画における位置づけ 
（５）－２－１ 那覇広域都市計画「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」 

（平成 29年６月変更、沖縄県）【目標年次：平成 42年】 
牧港補給地区の土地利用に関しては、次のように位置づけられている。 

○土地利用に関する主要な都市計画の決定に関する方針 

（駐留軍用地の土地利用に関する方針） 

・牧港補給地区においては、都市的課題の解決に寄与し、都市構造の転換を促す貴重な種

地としての役割を担う必要があり、沖縄県及び浦添市の発展に寄与する都市機能の導入

を図る。 

 

（５）－２－２ 第４次浦添市総合計画 
（平成 28年３月、浦添市）【計画期間：平成 23～平成 32年度】 

都市の将来像を「てだこの都市・浦添」、まちづくりの基本理念を「人間尊重」、「平和」、

「自立」とするなかで、まちづくりの目標を「太陽とみどりにあふれた国際性ゆたかな文

化都市」としている。 

また、後期基本計画（平成28～平成32年度）において、魅力ある新たな都市空間の創造

のための取組みとして牧港補給地区跡地利用の促進が位置づけられている。 

〇将来都市像 

 「てだこの都市・浦添」 

〇基本施策 跡地利用の推進 

（牧港補給地区跡地利用の推進） 

・将来の都市像を見据えた土地利用や都市整備等を図るため、地権者、市民、企業をはじ

め、関係機関等とも連携･協力し、跡地利用計画の推進を図るとともに、必要に応じて跡

地利用計画の変更を検討する。 

・西海岸地域の周辺地域をはじめ、近隣市町村の開発計画等と整合・連動を図る。 

・跡地整備を円滑に推進するために、総合的かつ段階的なまちづくりや、民間活力を活用

した事業の導入、公共用地の先行取得などに努める。  

・牧港補給地区と浦添市中心部をつなぐ浦添都市軸の形成や都市施設の整備など、利便性

が高く、快適な都市文化を発信する新たな顔づくりを目指す。 

・西海岸地域のリゾート性、自然・風土及び歴史資源を活かして、浦添市の経済を牽引す

る国際的な観光・交流型産業が発展するまちづくりに努める。 

  

Ⅱ-54Ⅱ-54



 第Ⅱ章 ｜ 返還及び今後返還が予定されている嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の跡地利用に向けた取組み状況の整理 

 
（５）－２－３ 浦添市都市計画マスタープラン 

（平成 25年１月改訂、浦添市）【目標年次：平成 42年度】 
牧港補給地区はリゾート・レクリエーションゾーンに隣接している。 

都市環境に関する方針の中で、「海岸の緑化及び公園整備」で海岸に沿って植栽を施し、

眺望のよい場所では憩いの場となる公園の整備を推進するとしている。 

その他、高齢者や児童・障碍者も安心して利用できるユニバーサルデザインを導入する

ことや、計画地で埋立地については地域の人口計画及び既存緑地に配置計画を策定すると

ともに、埋立地については港湾リゾートをテーマとした特徴ある公園整備を行うこととし

ている。 

〇将来都市像による位置づけ 

・牧港補給地区跡地については、浦添市の新たな市街地として位置付けられ、隣接するリ

ゾート・レクリエーションゾーンや、港湾・流通・情報ゾーン、文化交流拠点と連携し

た機能導入が求められる。 

〇土地利用・市街地整備の方針 

（産業振興地区） 

・牧港補給地区跡地利用のうち、西海岸道路や地区内幹線道路沿線を含む跡地西側につい

ては、MICE機能や宿泊機能を中心としたリゾートコンベンション産業、芸術文化やエン

ターテインメント等を活かした文化産業のほか、健康・医療産業、環境エネルギー産業、

国際流通産業、情報サービス産業などが集積する産業振興地区の形成を図る。 

（シンボルロード地区） 

・浦添市を東西に走る浦添西原線沿線および西海岸までの延長線上は、浦添都市軸として

商業・業務施設のみならず文化・交流施設等の施設立地を促進し、景観まちづくりと連

携し、浦添市の「顔」に相応しい都市空間の創出を図る。 

（低中層住宅地区） 

・高台を中心として、快適で潤いのある良好な住宅地を形成する。 
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図Ⅱ－20 将来都市構造図 

出典：浦添市都市計画マスタープラン（平成 25年１月、浦添市） 
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（５）－３ 跡地利用計画の検討状況 ※牧港補給地区跡地利用基本計画（平成 24年度より） 

基本計画における牧港補給地区のまちづくりのテーマは、『人・海・文化を活かした国際

的エンターテイメント都市』とする。 

 

（５）－３－１ 土地利用計画 
・牧港補給地区の西海岸側を産業振興地区とし、主に「リゾートコンベンション産業地区」

「文化産業地区」「健康・医療産業地区」の３つの産業地区の配置を想定するとともに、

にぎわい・交流軸を通じて連携を図る。 

・津波や高潮等の災害からの安全性を考慮して、高台部は住宅地を基本とした土地利用と

し、住宅地区内には今後必要に応じて日常利便施設や公益施設を計画する。 

・高台部の幹線道路沿道は商業業務地区とし、沿道商業施設等を想定する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅱ－21 沖縄地区全体の土地利用配置 

出典：牧港補給地区跡地利用基本計画策定業務（その２）（平成 25年３月、浦添市） 

 
  

低地部と高台部の 
概ねの境界 

産業振興用地等 

住宅用地等 
（公益施設用地を含む） 

商業業務用地 
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（５）－３－２ 都市基盤 
○交通・道路計画 
・市全体の道路網計画との整合や、基本計画方針における幹線道路の位置づけ等を踏まえ、

牧港補給地区の骨格道路を想定する。また、地形条件や土地利用計画との整合等に留意し

ながら、支線道路として主要区画道路や区画道路、歩行者専用道路を配置する。 

・上位計画の位置づけを踏まえ、にぎわい・交流軸等に将来の公共交通の導入を想定する。 

・東西方向のにぎわい・交流軸（浦添都市軸）は、市のシンボルロードとして、地区外部

分との通りとしての一体性や道路景観等に配慮した道路計画とする。 

・幹線道路や補助幹線道路を活用し、主要な拠点や施設を結ぶ自転車歩行者路を計画する。 

 

表Ⅱ－２ 幹線道路及び支線道路について 

地域高規格道路 都市圏軸を形成する沖縄西海岸道路（27.5ｍ） 

主要幹線道路 都市圏軸を形成する国道58号、都市環境軸を形成する港

川道路（30ｍ） 

幹線道路 都市環境軸を形成する神森線延伸線（33ｍ）、臨港道路（30

ｍ） 

拠点間を結び将来の公共交通の導入を想定した東西方向

のにぎわい・交流軸（40ｍ）及び南北方向のにぎわい・

交流軸（33ｍ） 

補助幹線道路 幹線道路を補完し、地区内の発生集中交通を効率的に処

理するための道路（16～24ｍ） 

主要区画道路 住宅地区（16ｍ）、産業振興地区（18ｍ）、商業業務地区

（20ｍ） 

区画道路 幅員６ｍを基本（商業業務地区に近接した部分は８ｍ） 

 

特殊道路 住宅地区において、主要な目的地や公共交通とのつなが

り等を考慮した歩行者専用道路（６ｍ）や自転車歩行者

路（13ｍ） 
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図Ⅱ－22 道路計画図（骨格道路及び主要区画道路） 

出典：牧港補給地区跡地利用基本計画策定業務（その２）（平成 25年３月、浦添市） 

 

 

（５）－３－３ 地域環境形成等整備の考え方 
○公園緑地計画 
・地区全体面積の20％程度の公園緑地を確保し、各交流拠点に公園緑地を計画するととも

に、交流拠点を結ぶにぎわい・交流軸に沿って公園緑地を計画する。 

・高台部と低地部の境界部分（高台端部）には、災害時の一次避難地や避難路となる公園

緑地を配置するとともに、低地部から高台部への避難路も確保する。 

・公園緑地の配置に際しては、既存の緑（植生）の保全・活用や緑のネットワークの形成

に留意する。 

・また、住宅地区内においては、誘致距離等を考慮して近隣公園及び街区公園を適切に配

置する。 

・現在、公園・緑地の先行取得を実施しており、平成33年度までに10.2haを取得予定であ

る。 

 
  

港川道路 

神森線延伸 

にぎわい交流軸（南北） 

国道 58 号 

沖縄西海岸道路 

臨港道路 

にぎわい交流軸 
（浦添都市軸） 
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図Ⅱ－23 「発展・交流のまちづくり」の視点に基づく公園緑地の配置イメージ 

出典：牧港補給地区跡地利用基本計画策定業務（その２）（平成 25年３月、浦添市） 

 

○風景・景観計画 
・牧港補給地区の景観特性を踏まえ、高台から海への眺望や、西海岸側からの緑の稜線（斜

面緑地）に配慮した、牧港補給地区にふさわしい魅力的な風景・景観づくりを目指す。 

○自然環境・エネルギー計画 
・水とみどりのネットワークによる自然環境に配慮したまちづくりを推進するとともに、

風の道の確保や地域に賦存する再生可能エネルギーの活用により、低炭素まちづくりの

推進を目指す。 

 
  

文化交流拠 複合交流拠点 海の交流拠点 

暮らしの交流拠点 
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図Ⅱ－24 牧港補給地区跡地利用基本計画図 

出典：牧港補給地区跡地利用基本計画策定業務（その２）（平成 25年３月、浦添市） 
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（６）那覇港湾施設の検討状況 
（６）－１ 跡地利用に向けた検討経緯 

那覇軍港（那覇港湾施設）は、平成 25年４月の「沖縄における在日米軍施設・区域に関

する統合計画」で、返還条件が満たされ、返還のための必要な手続きの完了後、2028年度

（日本国の平成 40会計年度）又はその後に返還が可能と返還時期が明示されている。 

那覇軍港の跡地利用に関しては、平成７年度に「那覇軍港跡地利用計画基本構想【統一

案】」を策定した後、合意形成活動の進め方をまとめた「合意形成活動全体計画」を平成

18年度に策定し、平成 24年度に同計画の見直しを行った。 

平成 18年度から地権者との合意形成を進めており、平成 27年度に企画構想段階の第１

ステージが終了し、跡地利用計画を具体的に作成する第２ステージに入っている。平成 28

年度では、跡地利用計画の作り方（手順書）を作成し、平成 29年度から計画づくりを進め

ている。 

Ｈ 8.12 「沖縄に関する特別行動委員会」（SACO）の最終報告 

那覇港湾施設（約 57ha）の返還を加速化するための最大限の努力をすること

を合意 

Ｈ12. 6 沈埋トンネル用地として約 0.9haが返還 

Ｈ15. 7 日米合同委員会において、平成 15年３月の那覇港湾計画の改訂を踏まえた那

覇港湾施設の代替施設の位置形状の修正について合意 

Ｈ18. 3 「合意形成活動全体計画」策定（那覇市） 

Ｈ18. 5 「日米安全保障協議委員会」（「２＋２」）で、全面返還の検討が合意 

Ｈ22. 5 「日米安全保障協議委員会」（「２＋２」）において、嘉手納以南の施設・区域

の返還が「再編実施のための日米ロードマップ」に従って着実に実施される

ことを確認 

Ｈ24. 5 「特定駐留軍用地」として指定 

Ｈ25. 1 「中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構想」策定（沖縄県・関係市町村） 

Ｈ25. 4 「沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画」において、返還時期

等が明示 

Ｈ29. 3 「那覇軍港跡地利用計画策定手順書（原案）」の作成 
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（６）－２ 上位・関連計画における位置づけ 
（６）－２－１ 那覇広域都市計画「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」 

（平成 29年６月変更、沖縄県）【目標年次：平成 42年】 
那覇港湾施設の土地利用に関しては、次のように位置づけられている。 

〇土地利用に関する主要な都市計画の決定の方針 

（駐留軍用地の土地利用に関する方針） 

・那覇港湾施設の跡地利用については、那覇空港、那覇港と隣接した特性をいかし、国際

交流拠点の形成等複合的土地利用を目指す。 

 
（６）－２－２ 第５次那覇市総合計画（平成 30年３月、那覇市） 

【計画期間：平成 30～平成 39年度】 
「なはで暮らし、働き、育てよう！笑顔広がる元気なまち NAHA～みんなでつなごう市

民力～」をまちづくりの将来像として定めている。めざすまちの姿「自然環境と都市機

能が調和した住みつづけたいまち NAHA」の中で那覇港湾施設（那覇軍港）の跡地利用

の促進が位置づけられている。 

○施策 那覇の魅力と特性を活かした土地利用を進めるまちづくり 

（那覇港湾施設の跡地を活かしたまちをつくる） 

・地主会との協働により、早期に具体的な跡地利用計画を作成し、合意形成や実現可能性

の検証を行い、開発条件等の変化に応じた見直しを繰り返しながら熟度を高めていく計

画づくりを進める。 

・那覇港湾施設(那覇軍港)は、ウォーターフロントや歴史などの個性を持ち、那覇空港や

那覇港に近く沖縄の空と海の玄関口に位置し、公共交通機関の充実、市内の宿泊施設の

キャパシティー、近接して存在する商業・観光地など、様々な点でそのポテンシャルが

非常に高いことから、その特性を生かし、本市の発展、ひいては沖縄県の発展に資する

跡地利用を検討する。 

・地権者情報誌の発行、市民・県民フォーラムの開催など跡地利用計画の策定段階に応じ

た適切な情報提供を行うとともに、地権者の次の世代に引き継げる活動・環境づくりを

推進する。 

 

（６）－２－３ 那覇市都市計画マスタープラン 
（平成 11年 4月（平成２4年 3月一部改定）、那覇市）※現在改訂作業中 

那覇港湾施設については、広域的な都市機能の集積する都心部と流通機能の拠点を形

成している海浜部が近接していることから、地理的条件を活かした都市型リゾートゾー

ンの構成を推進する。 

那覇軍港における整備方針の中では、ウォーターフロントレクリエーションゾーン及

び国際交流、商業、業務ゾーンなどの複合的な土地利用を図ることとされている。 
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＜将来都市構造＞ 

〇都市型リゾートゾーン 

・泊ふ頭から若狭、波の上さらに那覇ふ頭、那覇軍港を結ぶ地域は、市街地と海浜部が近接して

おり、その地理的条件を活かして市民や観光客が気軽に楽しめる都市型リゾートゾーンを構成

していく。 

〇交通拠点 

・那覇新都心地区や那覇軍港地区は、国際交流、交易を支援する新拠点の形成を図る。 

＜土地利用の方針＞ 

〇都市型リゾート地区 

・並の上周辺の良好な海浜部や那覇ふ頭、那覇軍港一帯のウォーターフロントにおいては、水辺

に親しめる空間として整備を推進する。また、水辺の市民への開放化と併せて、周辺に宿泊施

設、ショッピングモールなどの観光関連施設を誘導し、水辺空間を致した「都市型リゾート地

区」として位置付ける。 

〇流通業務地区 

・臨海部及び空港周辺部は、那覇港及び那覇空港の人的・物的交流拠点と一体となった総合的流

通業務機能の集積する地区として位置付ける。 

＜那覇空港周辺地域＞ 

〇整備方針 

・那覇軍港においては、ウォーターフロントレクリエーションゾーン及び国際交流、商業、業務

ゾーンなどの複合的な土地利用を図る。 

〇地域の将来像 

・空港、港湾地区と隣接する地域の特性を活用し、物流・流通・商業・観光・情報機能の集積す

る地区を形成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ－25 那覇空港周辺地域の将来像 
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 第Ⅱ章 ｜ 返還及び今後返還が予定されている嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の跡地利用に向けた取組み状況の整理 

 
（６）－３ 跡地利用計画の検討状況  
（６）－３－１ 土地利用計画 

那覇港湾施設（那覇軍港）の跡地利用については、平成 18年度に策定された「合意形

成活動全体計画」（平成 24年度見直し）に基づき、地権者とのまちづくり合意形成活動

を継続的に実施している。 

「合意形成活動全体計画」では活動を３つのステージに区分し、第１ステージは「企

画構想段階」で合意形成活動のための基礎的体制づくりを目標とし、第２ステージは「跡

地利用方針・基本計画段階」で跡地利用計画策定を目標とし、第３ステージは「事業計

画・事業段階」で事業着手を目標としている。 

平成 27年度は、第２ステージへの移行に向け、有識者、地権者、行政等による合意形

成推進委員会において検討を行い、その検討結果を踏まえ、平成 28年度より第２ステー

ジに移行し計画づくりに取り組んでいる。 

平成 28年度では、跡地利用計画策定にかかる検討体制、プロセス、合意形成活動など

をまとめた「那覇軍港跡地利用計画策定手順書（原案）」（以下、「手順書（原案）」

という。）を作成している。 

平成 29年度では、跡地利用計画検討の準備として、関連計画及び周辺動向などを開発

条件として整理している。 

今後、「合意形成活動を基礎とした跡地利用計画づくり」と「適切な情報提供と次の

世代の活動・環境づくり」の取組みを進めるとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ－26 那覇軍港まちづくりロードマップ 

出典：（仮称）那覇軍港跡地利用計画策定手順書等検討調査（平成 29年３月、那覇市） 
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 第Ⅱ章 ｜ 返還及び今後返還が予定されている嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の跡地利用に向けた取組み状況の整理 

 
（６）－３－２ 都市基盤 
○交通 
・那覇空港と他の拠点間を結ぶ利便性の高い公共交通システムの導入を検討する。 

○地域環境等整備の考え方 
・ウォーターフロントに面して都心の憩いの場となる都市型プロムナードを配置する。 

・親水環境、歴史的資源、中心市街地への接近性、周辺の既存公園緑地等を踏まえた緑

地ネットワークを形成する。 

・地区の 20％以上の公園・緑地を配置する。 
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	・親水環境、歴史的資源、中心市街地への接近性、周辺の既存公園緑地等を踏まえた緑地ネットワークを形成する。
	・地区の20％以上の公園・緑地を配置する。
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	跡地利用は、返還駐留軍用地の中だけでなく、周辺地域も含め地域の発展に貢献するものであり、抱えている都市課題を跡地利用と連携することにより解決することが望ましい。広域構想においても、期待される役割として「周辺地域と融合し安全安心と支え合いの生活環境を創出する役割」が掲げられている。
	嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の返還が予定されている関係６市町村では、跡地利用に向けた取組みが進められているが、返還時期がそれぞれ異なり、また、取組みの熟度も異なる。また、社会的要請や情勢変化への対応等を踏まえた検討が必要となる。
	今後、各地区の計画が具体化の段階を迎えることからも、広域構想の更新にあたっては、周辺地域との連携のあり方についても示していくことが望ましく、その検討材料となるような状況把握を行う。



	03_1_2_駐留軍用地周辺の市街地における都市課題等の状況整理_190513
	（２）駐留軍用地周辺の市街地における都市課題等の状況整理
	今後返還が予定されている嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の周辺には、戦後の基地建設に係る土地接収により、基地の周縁部に押し込められた形で割り当てられた土地へ移住を余儀なくされ、道路等の都市基盤が未整備なまま急激にスプロール化したことで、建物の更新が出来ず築年数の古い建築物が過密する地域が存在する。
	以上のような住環境の改善が求められている市街地の現状を把握し、それらの地区の特徴を整理することで、跡地利用と一体となった整備の可能性について検討するための資料となることを目的とする。
	作業フロー
	（２）－１　嘉手納飛行場より南の6施設周辺
	嘉手納飛行場より南の６施設周辺において密集市街地として抽出された地域は、駐留軍用地に近接する地区や戦後、早期に移住が許可された那覇市壺川周辺に多く位置しており、建築物の木造率も高くなっていることが分かる。
	次頁以降では、嘉手納飛行場より南の６施設が含まれる市町村における基地周辺の市街地の現状と地区の特徴について整理を行う。
	（２）－２　北谷町
	キャンプ桑江南側地区及びキャンプ瑞慶覧に隣接する地区の密集市街地は、両基地に接する吉原に位置している。また、密集市街地として抽出されている地域においては築年数が古い建築物が多くなっており、区画整理事業や埋立造成事業が行われた海岸部では、築年数の浅い建築物が分布している。
	キャンプ桑江南側地区及びキャンプ瑞慶覧に隣接する地区のうち、住環境の改善が特に求められる地区（図Ⅲ－４に示す赤枠の範囲）の状況について以下に整理する。
	（２）－２－１　吉原（謝苅地区）
	本地区は謝苅と呼ばれ、戦後基地に接収された多くの集落が移転してきた地区である。他の地域と比べても築年数の古い建物及び木造建築物が多く分布している。
	割当地※であったと考えられることから、建物密度が高く、４ｍ未満の狭隘道路が分布している。さらに、急峻な地形により、急勾配の街路が多い。
	【まとめ】
	キャンプ桑江南側地区及びキャンプ瑞慶覧に隣接する密集市街地は、「戦後、土地接収等により帰村が出来なかった人々の居住地」として形成されたと考えられる。
	また、上記の密集市街地には以下のような特徴がみられる。
	①築年数の古い建築物及び木造建築物が多い。
	②４ｍ未満の街区道路の割合が高い。
	（２）－３　沖縄市
	キャンプ瑞慶覧に近接する地域の密集市街地は、キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）の北側に位置しており、全体として建物密度が高い傾向にある。また、密集市街地に指定されている地域においては築年数が古い建築物が多くなっており、土地区画整理の行われた山内地区等では、築年数の浅い建築物が分布している。
	キャンプ瑞慶覧に近接する密集市街地のうち、住環境の改善が特に求められる地区（図Ⅲ－７に示す赤枠の範囲）の状況について以下に整理する。
	（２）－３－１　南桃原２・３丁目
	戦前より形成された山内集落が市街化した地区である。密集市街地外であるものの４ｍ未満の狭隘道路、木造建築物が分布しており、かつての集落基盤がそのまま引き継がれていると考えられる。
	（２）－３－２　山里２丁目
	築年数の古い建物が分布している。本地区西側では、土地区画整理が実施されたものの、組合による実施であったため、４ｍ未満の狭隘道路が残っている。
	（２）－３－３　山里３丁目
	密集市街地外であるものの、築年数の古い建物が分布している。
	（２）－３－４　国道330号沿線
	国道330号沿道に商業が立地し、その背後に基盤整備が不十分なまま発達した。築年数の古い建物及び木造建築物が分布し、建物密度が高く、４ｍ未満の狭隘道路が分布している。
	【まとめ】
	キャンプ瑞慶覧に隣接する密集市街地は「既存集落周辺にスプロール化した」ことで形成されたと考えられる。また、上記の密集市街地には以下のような特徴がみられる。
	①築年数の古い建築物及び木造建築物が多い。
	②４ｍ未満の街区道路の割合が高い。
	（２）－４　北中城村
	北中城村内で密集市街地に位置づけられている地区は無いが、キャンプ瑞慶覧に隣接する地区の中で、島袋、喜舎場、安谷屋については、建築物が密集しており、築年数が古い建築物が多くなっていることが分かる。
	キャンプ瑞慶覧に隣接する地区のうち、住環境の改善が特に求められる地区（図Ⅲ－10に示す赤枠の範囲）の状況について以下に整理する。
	（２）－４－１　島袋
	戦前より形成された比嘉・島袋集落が市街化した地区である。
	４ｍ未満の狭隘道路が分布しており、かつての集落基盤がそのまま引き継がれていると考えられる。また、築年数の古い建築物及び木造建築物が多く分布している。
	（２）－４－２　喜舎場
	戦前より形成された喜舎場集落が市街化した地区である。
	４ｍ未満の狭隘道路が分布しており、かつての集落基盤がそのまま引き継がれていると考えられる。また、築年数の古い建築物及び木造建築物が多く分布している。
	（２）－４－３　安谷屋
	戦前より形成された安谷屋集落が市街化した地区である。
	４ｍ未満の狭隘道路が分布しており、かつての集落基盤がそのまま引き継がれていると考えられる。また、築年数の古い建築物及び木造建築物が多く分布している。
	【まとめ】
	キャンプ瑞慶覧に近接し、建築物が密集している地区は、「戦前より形成された集落が市街化（基盤をそのまま引き継ぐ）した」ことで形成されたと考えられる。
	また、上記の地区には以下のような特徴がみられる。
	①築年数の古い建築物及び木造建築物が多い。
	②４ｍ未満の街区道路の割合が高い。
	（２）－５　宜野湾市
	宜野湾市における密集市街地は、普天間飛行場の西側及び北東側に位置しており、他の市街地に比べ、建物密度が高い傾向にあることが分かる。また、密集市街地として抽出されている地域においては築年数が古い建築物が多くなっており、海岸部や普天間飛行場東側の建物密度の低い地域では、築年数の浅い建築物が分布している。
	普天間飛行場に隣接する地区のうち、住環境の改善が特に求められる地区（図Ⅲ－14に示す赤枠の範囲）の状況について以下に整理する。
	（２）－５－１　大謝名１丁目
	戦後、難民収容所が設置されていた地区である。米軍から帰村許可が出た後も、基地建設に伴う土地接収等により帰る家を失った人々が収容所周辺に居を構えたことから形成された。４ｍ未満の狭隘道路、木造建築物が分布している。
	（２）－５－２　大謝名２・３丁目
	既存集落周辺にスプロール化した市街地である。
	密集市街地には含まれていないが、築年数の古い建築物が多く分布している。
	（２）－５－３　大謝名４・５丁目
	戦前より形成された大謝名集落が市街化した地区である。
	４ｍ未満の狭隘道路、木造建築物が分布しており、かつての集落基盤がそのまま引き継がれていると考えられる。
	（２）－５－４　大山５丁目
	戦前より形成された大山集落が市街化した地区である。
	４ｍ未満の狭隘道路、築年数の古い建築物が多く分布しており、かつての集落基盤がそのまま引き継がれていると考えられる。
	（２）－５－５　普天間２丁目
	キャンプ瑞慶覧内に取り込まれた普天間集落が移転（1946年）し、スプロール化した市街地である。割当地であったことから、建物密度が高く、４ｍ未満の狭隘道路が分布している。また、築年数の古い建築物及び木造建築物が多く分布している。
	（２）－５－６　新城２丁目
	普天間飛行場内に取り込まれた新城集落が移転し、スプロール化した市街地である。
	戦後、区画整理事業が実施され、基盤整備は成されたものの、築年数の古い建築物が多く分布している。
	（２）－５－７　喜友名１・２丁目
	戦前より形成された喜友名集落が市街化した地区である。
	４ｍ未満の狭隘道路が分布しており、かつての集落基盤がそのまま引き継がれていると考えられる。一方で、築年数の古い木造建築物が数棟見られるものの、築年数の浅い建築物が多く分布している。
	（２）－５－８　大山３丁目
	戦後、難民収容所が設置されていた地区である。米軍から帰村許可が出た後も、基地建設に伴う土地接収等により帰る家を失った人々が収容所周辺に居を構えたことから形成された。４ｍ未満の狭隘道路が分布している。
	（２）－５－９　大山４・５丁目
	既存集落周辺にスプロール化した市街地である。
	築年数の古い建築物が多く、他の地域と比較しても４ｍ未満の狭隘道路が多く分布する。
	【まとめ】
	普天間飛行場に隣接する密集市街地は、次の様に形成されたと考えられる。
	①戦前より形成された集落が市街化した（基盤をそのまま引き継ぐ）。
	②戦後、土地接収等により帰村が出来なかった人々の居住地として形成した。
	③既存集落周辺にスプロール化した。
	また、上記の密集市街地には以下のような特徴がみられる。
	①築年数の古い建築物及び木造建築物が多い。
	②４ｍ未満の街区道路の割合が高い。
	（２）－６　浦添市
	牧港補給地区に近接する地域の密集市街地は、牧港補給地区の東側に位置しており、建物密度が高い傾向にあることが分かる。また、密集市街地として抽出されている地域およびその周辺では、築年数が古い建築物が多くなっている。
	牧港補給地区に隣接する地区のうち、住環境の改善が特に求められる地区（図Ⅲ－19に示す赤枠の範囲）の状況について以下に整理する。
	（２）－６－１　城間１丁目
	牧港補給地区内に取り込まれた城間集落が移転（1947年）し、スプロール化した市街地である。
	密集市街地には含まれていないが、建物密度が高く、４ｍ未満の狭隘道路が分布している。また、築年数の古い建築物及び木造建築物が多く分布している。
	（２）－６－２　城間２丁目
	牧港補給地区内に取り込まれた城間集落が移転（1947年）し、スプロール化した市街地である。
	割当地であったことから、建物密度が高い。また、地区西側には、４ｍ未満の狭隘道路が分布している。
	（２）－６－３　屋冨祖３、４丁目
	戦前より形成された屋冨祖集落が市街化した地区である。
	国道58号、屋冨祖大通り沿いに商業・飲食店舗等が立地し、その背後に基盤整備が不十分なまま発達した。
	建物密度が高く、築年数の古い建築物及び木造建築物が多く分布している。
	（２）－６－４　宮城１丁目
	戦前より形成された宮城集落が市街化した地区である。
	国道58号沿いに商業・飲食店舗等が立地し、その背後に基盤整備が不十分なまま発達した。
	建物密度が高く、築年数の古い建築物が多く分布している。また、４ｍ未満の狭隘道路が多いことから、かつての集落基盤がそのまま引き継がれていると考えられる。
	【まとめ】
	牧港補給地区に隣接する密集市街地は、次の様に形成されたと考えられる。
	①戦前より形成された集落が市街化した（基盤をそのまま引き継ぐ）。
	②戦後、土地接収等により帰村が出来なかった人々の居住地として形成した。
	③既存集落周辺にスプロール化した。
	また、上記の密集市街地には以下のような特徴がみられる。
	①築年数の古い建築物及び木造建築物が多い。
	②４ｍ未満の街区道路の割合が高い。
	（２）－７　那覇市
	那覇港湾施設に近接する地域の密集市街地は、那覇港湾施設の南側に位置している。また、密集市街地として抽出されている地域においては築年数が古い建築物が多くなっている。
	那覇港湾施設に隣接する地区のうち、住環境の改善が特に求められる地区（図Ⅲ－22に示す赤枠の範囲）の状況について以下に整理する。
	（２）－７－１　山下町
	那覇港湾施設に取り込まれた住吉町、山下町が移転し、スプロール化した市街地である。
	北側の地区では、昭和51(1976)年に区画整理事業が実施され、基盤整備は成されたものの、南側の地区では、築年数の古い建築物及び木造建築物が多く分布している。
	【まとめ】
	那覇港湾施設に近接する密集市街地は、次の様に形成されたと考えられる。
	①戦後、土地接収等により帰村が出来なかった人々の居住地として形成した。
	②既存集落周辺にスプロール化した。
	また、上記の密集市街地には「築年数の古い建築物及び木造建築物が多い」といった特徴がみられる。

	03_1_3_広域的都市機能の立地動向整理_190520
	（３）広域的都市機能の立地動向整理
	（３）－1　目的
	（３）－2　抽出する都市機能の条件
	（３）－３　広域都市機能の状況
	（３）－３－1　高次都市機能の状況
	（３）－3－2　特区の状況
	（３）－３－3　大規模小売店舗の状況
	（３）－４　まとめ
	（３）－５　公共建築物における築年数の把握

	03_1_4_市民意向_190423
	（４）跡地利用に関する市民意向の状況整理
	既往の調査を活用し、市民意向の状況を把握・整理する。具体的には、各自治体が行う市民意識調査や、総合計画及び都市計画マスタープラン策定時の市民意向調査などから生活環境に対する不満点、返還駐留軍用地に期待する機能、隣接地域の生活環境への満足度、課題（不満）等を把握する。
	（４）－１　対象とする既往調査（既成市街地の課題）
	（４）－１－１　北谷町
	（４）－１－２　宜野湾市
	（４）－１－３　沖縄市
	（４）－１－４　北中城村
	（４）－１－５　浦添市
	（４）－１－６　那覇市
	（４）－２　対象とする既往調査（基地跡地への期待）
	（４）－２－１　北谷町
	（４）－2－２　宜野湾市
	（４）－2－３　沖縄市
	（４）－2－４　北中城村
	（４）－2－５　浦添市
	（４）－2－６　那覇市
	（４）－3　６市町村の市民意向
	表Ⅲ－10　市民意向のまとめ及び考察
	アンケート結果
	市町村名
	（既成市街地の課題）
	北谷町
	多くの回答者が住みやすいと感じているものの、基地問題への対応や道路・交通ネットワークの充実については、重要性が高いものの満足度が低い施策とする回答も多くみられた。
	また、既存住宅地の住環境の向上・改善、まちの安全性や防犯対策、生活道路の整備・改善が地域の課題として挙げられた。
	跡地利用については、これらの不満や課題解決のため、既成市街地の発展にも貢献する内容を盛り込むことが必要と思われる。
	（基地跡地への期待）
	地権者の跡地利用に対する意向は「現時点ではわからない」とする回答が最も多かった。しかし、住宅用地や、何らかの収入を得るために利用したいとする回答も多くみられる。
	利用意向の定まっていない地権者が多くみられるため、返還後の土地利用の事例等の情報提供を行うことで、具体的なイメージを持ってもらうことが必要と思われる。
	都市的利用が想定される平坦地の地権者については、返還後の跡地に対して商業・観光的な機能よりも、住みよい環境をつくる機能を求めていることがうかがえる。
	また、土地の利用意向については現時点ではわからない、とする回答が最も多くみられる。
	利用意向の定まっていない地権者が多くみられるため、返還後の土地利用の事例等の情報提供を行うことで、具体的なイメージを持ってもらうことが必要と思われる。
	（既成市街地の課題）
	宜野湾市
	多くの回答者が住みやすいと感じているものの、基地問題への対応や子育て支援・子育て環境の充実、高齢者介護・福祉の充実、基地跡地利用の推進が課題として挙げられた。
	また、日常的な行動は市内で事足りているが、映画・演劇鑑賞やスポーツ・レクリエーション、習い事やスポーツ教室では市外へ向かう傾向がみられる。
	跡地利用については、これらの課題解決のために子育て世代への支援や福祉の充実、映画館やレクリエーション施設等の商業機能といった内容を盛り込むことが必要と思われる。
	（基地跡地への期待）
	地権者のうち約３割が土地の売却を考えておらず、アンケートの自由意見では宅地として利用したいという意向が多くみられる。
	また、少数ながら「売却したいと考えているが、いつごろまでに売却すればよいかきめられない」と回答している地権者もいるため、情報提供が必要と思われる。
	土地利用については５割の地権者が現時点ではわからないと回答している。残りの地権者のうち、自身での利用と、土地を貸して地代収入を得たいとする回答はほぼ同数であった。
	地区の将来像として、商業地と住宅地を兼ね備えた市街地を望む意見が多く、拠点施設意向では医療や商業、業務、公園施設を望む回答が多くみられる。
	利用意向の定まっていない地権者が多くみられるため、返還後の土地利用の事例等の情報提供を行うことで、具体的なイメージを持ってもらうことが必要と思われる。
	宜野湾市
	跡地利用について、交通利便性と新たな沖縄振興、現存する水と緑の活用が重要とする回答が多くみられた。
	土地利用については、住宅または店舗を建てて使用したという回答が多い一方で、分からない、または考えていないという回答も同様に多くみられた。
	利用意向の定まっていない地権者が多くみられるため、返還後の土地利用の事例等の情報提供を行うことで、具体的なイメージを持ってもらうことが必要と思われる。
	（既成市街地の課題）
	沖縄市
	回答者の多くが日用品の買い物は市内で行っており、買回り品も市内の大型スーパーを利用するという回答が最も多くみられた。
	重点的に取り組むべき施策として、保健医療の充実や商店街の活性化などが挙げられた。
	跡地利用については、これらの課題解決のため、既成市街地の発展にも貢献する内容を盛り込むことが必要と思われる。
	（基地跡地への期待）
	跡地の将来像として、商業地と住宅地の機能を兼ね備えた地区を望むという回答が多くみられた。
	また、商業施設や観光・集客施設、教育施設を望ましい主要施設とする回答が多くみられた。
	跡地利用についてはこれらの意向を踏まえ、商業機能を重視した内容を盛り込むことが必要と思われる。
	（既成市街地の課題）
	北中城村
	多くの回答者が住みやすいと感じており、日用品の買い物も村内で行うという回答が多くみられた。
	高齢者や子育て世代にとって暮らしやすいまちに取り組むべき施策として、歩いて暮らせる居住環境や、コミュニティバスの運行、子育て環境の整備や雇用の場の確保という回答が多くみられた。
	また、地区の生活環境については交通安全対策、自然災害に対する防災対策、生活道路の整備が、重要度が高く満足度の低い項目として回答された。
	跡地利用については、高齢者や子育て世代の暮らしやすい住環境の実現や、既成市街地の発展にも貢献する内容を盛り込むことが必要と思われる。
	（基地跡地への期待）
	跡地の将来像として、にぎわいのある商業地を望む声が最も多い。次いで、住宅地を望む回答が多くみられた。また、望ましい主要施設として商業地や観光・集客施設とする回答が多くみられた。
	跡地利用についてはこれらの意向を踏まえ、商業機能を重視した内容を盛り込むことが必要と思われる。
	（既成市街地の課題）
	浦添市
	市の政策について、重要度が高く満足度の低い項目として魅力ある新たな都市空間の創造、安全・快適で利便性の高い道路、交通体系の整備、働きやすい労働環境の確保、災害につよいまちづくりの推進、安全な日常生活が送れるまちづくりの推進が挙げられた。
	跡地利用については、これらの課題解決のため、安全・安心や生活のしやすい環境についての内容を盛り込むことが必要と思われる。
	（基地跡地への期待）
	活用すべき資源として海岸線やサンゴ等の自然、期待する立地に大規模な公園・緑地など、自然を活用した跡地利用が期待されている。
	また、返還後の土地利用については、現段階ではわからないと回答した地権者が最も多かったものの、自分や子供等の住宅用地や建物や土地の賃貸による地代収入の確保に利用したいと回答も多くみられた。
	利用意向の定まっていない地権者が多くみられるため、返還後の土地利用の事例等の情報提供を行うことで、具体的なイメージを持ってもらうことが必要と思われる。
	（既成市街地の課題）
	那覇市
	防犯活動や地域の美化・清掃、交通安全を地域の課題とする回答が多くみられた。
	また、子育て支援・教育問題や医療・福祉問題について議会報告会で取り上げてほしいという回答が多くみられた。
	跡地利用については、これらの不満や課題解決のため、既成市街地の発展にも貢献する内容を盛り込むことが必要と思われる。
	（基地跡地への期待）
	返還後の土地活用については回答者の約半数が、まだわからないと回答している。
	また、跡地利用に求めることとして、安定・継続した収入やウォーターフロントとしてのまちづくり等が挙げられた。
	利用意向の定まっていない地権者が多くみられるため、返還後の土地利用の事例等の情報提供を行うことで、具体的なイメージを持ってもらうことが必要と思われる。
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	３．跡地利用の推進に向けた今後の検討課題
	嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の返還が予定されている関係６市町村の跡地利用に向けた取組みの整理に加え、今年度は周辺状況の都市課題等の状況整理、広域的都市機能の立地動向整理、跡地利用に関する市民意向の状況把握を行い、次章Ⅳで整理する「嘉手納飛行場より南の跡地利用関係市町村担当者会議」（以下、「跡地利用担当者会議」という。）における検討材料として活用した。
	跡地利用の推進に向けた今後の検討課題について、跡地利用に向けた取組み状況及び周辺状況の把握を踏まえ、以下のとおり整理した。
	（１）広域構想の更新に向けた課題
	（２）広域構想の実現に向けた課題
	（２）－１　公共用地等の先行取得に関する課題
	（２）－２　土地利用に関する課題
	（２）－３　鉄塔移設に関する課題
	（２）－４　埋蔵文化財調査に関する課題
	（２）－５　情報共有の継続
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